
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,865,284,998   固定負債 3,568,375,885

    有形固定資産 4,153,456,128     地方債等 1,659,774,548

      事業用資産 3,654,114,778     長期未払金 -

        土地 239,692,108     退職手当引当金 1,871,762,876

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 4,817,571,594     その他 36,838,461

        建物減価償却累計額 -1,619,572,885   流動負債 481,910,823

        工作物 459,982,194     １年内償還予定地方債等 320,099,879

        工作物減価償却累計額 -243,558,233     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 145,793,540

        航空機 -     預り金 9,086,635

        航空機減価償却累計額 -     その他 6,930,769

        その他 - 負債合計 4,050,286,708

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 4,866,379,355

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,782,988,901

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,049,171,926

      物品減価償却累計額 -1,549,830,576

    無形固定資産 86,808

      ソフトウェア 86,808

      その他 -

    投資その他の資産 711,742,062

      投資及び出資金 297,000

        有価証券 -

        出資金 197,000

        その他 100,000

      長期延滞債権 1,020,758

      長期貸付金 7,185,382

      基金 703,238,655

        減債基金 -

        その他 703,238,655

      その他 267

      徴収不能引当金 -

  流動資産 268,392,164

    現金預金 266,984,745

    未収金 313,062

    短期貸付金 1,094,357

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 1,083,390,454

資産合計 5,133,677,162 負債及び純資産合計 5,133,677,162

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 1,584,760

    その他 -

純行政コスト 3,114,435,949

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 1,584,760

  臨時損失 1

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1

    使用料及び手数料 41,054,680

    その他 10,715,156

純経常行政コスト 3,116,020,708

      社会保障給付 -

      その他 2,140,143

  経常収益 51,769,836

        その他 1,514,902

    移転費用 245,865,069

      補助金等 243,724,926

      その他の業務費用 9,945,063

        支払利息 8,430,161

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 39,814,726

        減価償却費 274,931,465

        その他 -

        その他 1,429,557

      物件費等 714,610,932

        物件費 399,864,741

        職員給与費 2,013,140,955

        賞与等引当金繰入額 145,793,540

        退職手当引当金繰入額 37,005,428

  経常費用 3,167,790,544

    業務費用 2,921,925,475

      人件費 2,197,369,480

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 1,054,499,875 4,927,471,663 -3,872,971,788 -

  純行政コスト（△） -3,114,435,949 -3,114,435,949 -

  財源 3,144,321,734 3,144,321,734 -

    税収等 3,110,581,988 3,110,581,988 -

    国県等補助金 33,739,746 33,739,746 -

  本年度差額 29,885,785 29,885,785 -

  固定資産等の変動（内部変動） -60,018,354 60,018,354

    有形固定資産等の増加 339,969,198 -339,969,198

    有形固定資産等の減少 -274,931,468 274,931,468

    貸付金・基金等の増加 2,045,501 -2,045,501

    貸付金・基金等の減少 -127,101,585 127,101,585

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -995,206 -1,073,954 78,748 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 28,890,579 -61,092,308 89,982,887 -

本年度末純資産残高 1,083,390,454 4,866,379,355 -3,782,988,901 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 9,686,146

本年度歳計外現金増減額 -599,511

本年度末歳計外現金残高 9,086,635

本年度末現金預金残高 266,984,745

財務活動収支 13,548,541

本年度資金収支額 27,703,511

前年度末資金残高 230,535,694

比例連結割合変更に伴う差額 -341,095

本年度末資金残高 257,898,110

    地方債等償還支出 301,251,459

    その他の支出 -

  財務活動収入 314,800,000

    地方債等発行収入 314,800,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 1,584,762

    その他の収入 -

投資活動収支 -336,215,565

【財務活動収支】

  財務活動支出 301,251,459

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,861,116

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 977,711

    貸付金元金回収収入 1,298,643

  投資活動支出 340,076,681

    公共施設等整備費支出 339,969,198

    基金積立金支出 107,483

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 23,754,334

業務活動収支 350,370,535

【投資活動収支】

    税収等収入 3,110,581,988

    国県等補助金収入 9,985,412

    使用料及び手数料収入 41,054,680

    その他の収入 10,529,618

  臨時支出 -

    移転費用支出 245,865,069

      補助金等支出 243,724,926

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 2,140,143

  業務収入 3,172,151,698

    業務費用支出 2,599,670,428

      人件費支出 2,150,069,499

      物件費等支出 439,679,467

      支払利息支出 8,430,161

      その他の支出 1,491,301

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,845,535,497



連結財務書類における注記 

1. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ································································ 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア. 昭和 59年度以前に取得したもの ································ 再調達原価 

 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ. 昭和 60 年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの ·····································取得原価 

 取得原価が不明なもの ················································再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産 ································································原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 ·················································償却原価法（定額法） 

連結対象団体においては、利息法によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア. 市場価格のあるもの ··················································· 会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ. 市場価格のないもの ································· 取得原価（または償却減価法（定額法）） 

ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

③ 出資金 

ア. 市場価格のあるもの ······················································ 会計年度末における市場価 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ. 市場価格のないもの ····················································出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ··················定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 6年～50年 



工作物 6年～31年 

物品 3年～17年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） ···················定額法 

ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内

のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のフ

ァイナンス・リース取引を除きます。） 

 ········································· 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の算定基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価

値変動が僅少なもので、3か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資）をいいます。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

 

(7) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

2. 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

該当なし 



(2) 組織・機構の大幅な変更 

該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

(4) 重大な災害等の発生 

該当なし 

 

3. 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

該当なし 

 

4. 追加情報  

(1) 連結対象団体（連結会計） 

団体名 区分 連結方法 比例連結割合 

千葉県市町村総合事務組合 

(一般会計 退手事業以外) 

一部事務組合・

広域連合 
比例連結 1.97％ 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）に

おいては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了

したものとして調整しています。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 



2026/2/26

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：令和6年度
会計：連結会計

（単位：円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 5,468,972,701 77,830,995 29,557,800 5,517,245,896 1,863,131,118 151,305,020 3,654,114,778
　土地 239,768,329 0 76,221 239,692,108 0 0 239,692,108
　立木竹 0 0 0 0 0 0 0
　建物 4,789,570,599 53,740,995 25,740,000 4,817,571,594 1,619,572,885 121,814,580 3,197,998,709
　工作物 439,633,773 24,090,000 3,741,579 459,982,194 243,558,233 29,490,440 216,423,961
　船舶 0 0 0 0 0 0 0
　浮標等 0 0 0 0 0 0 0
　航空機 0 0 0 0 0 0 0
　その他 0 0 0 0 0 0 0
　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0
インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0
　土地 0 0 0 0 0 0 0
　建物 0 0 0 0 0 0 0
　工作物 0 0 0 0 0 0 0
　その他 0 0 0 0 0 0 0
　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0
物品 1,848,210,081 262,138,203 61,176,358 2,049,171,926 1,549,830,576 123,597,509 499,341,350
合計 7,317,182,782 339,969,198 90,734,158 7,566,417,822 3,412,961,694 274,902,529 4,153,456,128

有形固定資産の明細

1/1


